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○うるま市放課後児童健全育成事業の届出等に関する要綱 

平成２７年４月１日 

告示第６８―２号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業（以下「事業」という。）に関

し、法第３４条の８第２項、第３項及び第４項に規定する届出、並びに事業に関する

通知、報告、調査等に必要な事項を定めるものとする。 

（事業開始の届出） 

第２条 うるま市内で放課後児童健全育成事業を行う者（以下「事業者」という。）は、

法第３４条の８第２項に基づき、あらかじめ、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生

省令第１１号。以下「省令」という。）第３６条の３２の２第１項の各号に掲げる事

項その他必要な事項について、放課後児童健全育成事業開始届（様式第１号）及び職

員名簿（様式第２号）に必要な書類を添付し、市長に届け出なければならない。 

２ 現に事業を行っている事業者は、前項の規定にかかわらず子ども・子育て支援法及

び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を

改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２４年法律第６７

号）の規定を適用するものとする。 

（事業変更等の届出） 

第３条 事業者は、前条第１項の届出の内容に変更が生じたときは、法第３４条の８第

３項に基づき、変更が生じた日から１月以内に、放課後児童健全育成事業変更届（様

式第３号）に必要な書類を添付し、その旨を市長に届け出なければならない。ただし、

市長が軽微な変更と認める場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定は、事業の休止の届出をした者が、休止していた当該届出に係る事業を

再開したときに準用するものとする。 

３ 前２項の届出には、省令第３６条の３２の２第１項の各号に掲げる事項のうち変更

があった事項に係るものを添付しなければならない。 

（事業廃止等の届出） 

第４条 事業者は、当該届出に係る事業を廃止又は休止しようとするときは、法第３４
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条の８第４項及び省令第３６条の３２の３の規定に基づき、あらかじめ、放課後児童

健全育成事業廃止（休止）届（様式第４号）を市長に届け出なければならない。 

（事業者への通知） 

第５条 市長は第２条から第４条までの規定に基づき届出を行った事業者に対し、それ

ぞれ放課後児童健全育成事業開始届受理通知書（様式第５号）、放課後児童健全育成

事業変更届受理通知書（様式第６号）又は放課後児童健全育成事業廃止（休止）届受

理通知書（様式第７号）を送付するものとする。 

（基準の遵守及び報告） 

第６条 事業者は、法第３４条の８の２第３項に基づき、うるま市放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年うるま市条例第２０号。

以下「条例」という。）を遵守しなければならない。 

２ 事業者は、事業所の管理下において事故等が発生した場合は、放課後児童健全育成

事業事故報告書（様式第８号）により、速やかに市長に報告しなければならない。 

（補則） 

第７条 この告示に定めるもののほか事業の届出に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第２条関係） 

様式第３号（第３条関係） 

様式第４号（第４条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第５条関係） 

様式第７号（第５条関係） 

様式第８号（第６条関係） 

 


